





























第 1部 国家責任論の課題 























































































































第 2部 国家責任の発生と解除 






























































































































































第 3部 国家責任の追及 


































































 第 3 節では、国家責任条文における責任追及制度を検討する。国家責任条文は、前述の
































 第 5 節では、国家責任の追及制度の到達点を検討する。これまでの国際判例において国
家責任条文は直接取り上げられておらず、国家責任条文における責任追及の資格認定基準
が現実の法適用に耐えうるものであるかどうかについて、一定の解釈は可能であるものの、
確たる答を導き出すには時期尚早であり、また、国家責任条文後の国際判例についても、
個別の判例解釈を超えて一般化できる段階には至っていないといわざるをえないのである。 
 
結び 
国家責任法は、外国人の待遇に関わる責任事例から発展してきたが、常設国際司法裁判
所規程等の条約を通じて、意識的にあらゆる国際義務の違反に対応する一般的制度として、
その射程を拡大されることになった。それゆえ、一般的国家責任制度の確立にあたって国
際裁判所の果たした役割は特に大きかったといえる。 
なかでも、多くの国際裁判において問題となった国際義務は、対世的性格であるか、二
国間的性格であるかを問わず、「相当の注意」義務であった。「相当の注意」義務に関する
事例で義務の違反が認定される際、そこでは現実の国家の行動と国際義務の要請との間の
不一致だけでなく、責任という不利益や負担を課すための非難可能性の存在も決定的な考
慮要因とされている。つまり、「相当の注意」義務の違反認定をみてみると、違反とは、責
任という法的関係を生じさせる特定の意味をもつものと観念されているのである。このこ
とは「相当の注意」義務の違反事例に限るものではないかのように、違反の結果として生
じる賠償一般も、責任という特定の意味に限界づけられた範囲で損害の填補や合法性の回
復という機能を果たすものと観念されている。したがって、賠償の請求が、個別の法益侵
害であれ、共通利益の回復を目的とするものであれ、責任の追及である以上、請求の原告
適格は責任という特定の法的関係に立つ地位を示すための要件に根拠づけられるのでなけ
ればならない。この点につき、国家責任条文は影響性の概念を提起しているが、従来の個
別的な権利侵害の要件に代わりうる責任追及要件は発展過程にある。 
このように、国家責任法は、あらゆる法分野の国際義務の違反をその適用対象に含んで
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いるという意味で一般性を備えているが（法分野の範囲の一般性）、責任という特定の意味
をもつ法的関係を規律するという意味で特定性も有しているのである（責任概念の範囲の
特定性）。この意味における国家責任法の一般性と特定性を理解することは、国家責任法の
適用範囲の過度の拡大を止揚し、地球環境保護条約の不遵守手続のような他の規範逸脱行
為への否定的反応と国家責任法の役割を区別する際に重要な視座を提供することになる。
それゆえ、国際法の規範逸脱行為に関する対応制度全体の健全な発展のためにも、一般法
を分析対象とする国家責任論と国際環境法等の様々な特別法の分野の分析との有機的連関
をはかる方法論の構築が今後の課題となることを指摘して本論文を閉じることとする。 
